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金融機関の担当者が直面しがちな、相続相談や手続きに関する諸問題…その

上手な対処法を様々な法制などの根拠とともに解説します！

銀行員は
これだけ

やるべき！ 相続相続相談＆手続きの勘所

担当者として
どこまで
できる？

回
は
遺
産
分
割
協
議
に
つ
い
て

解
説
し
ま
し
た
が
、
今
回
は
そ

の
遺
産
分
割
協
議
が
ま
と
ま
ら
な
い
場

合
に
家
庭
裁
判
所
が
関
与
す
る
「
遺
産

分
割
の
調
停
・
審
判
」
と
分
割
協
議
前

の
相
続
預
金
の
仮
払
い
制
度
を
取
り
上

げ
ま
す
。

＜
遺
産
分
割
調
停
・
審
判＞

　

遺
言
書
が
な
い
場
合
の
遺
産
分
割
手

続
き
に
お
い
て
は
、
相
続
人
全
員
が
遺

産
分
割
協
議
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。
そ
の
協
議
が
ま
と
ま
ら
な
い
場
合

は
、
家
庭
裁
判
所
が
関
与
す
る
遺
産
分

割
調
停
・
審
判
の
手
続
き
を
利
用
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

遺
産
分
割
の
紛
争
に
関
し
て
は
、
ま

ず
調
停
手
続
き
か
ら
始
ま
り
、
調
停
が

不
調
と
な
っ
た
場
合
に
審
判
に
移
行
す

る
ケ
ー
ス
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

（
図
表
１
）。

　

遺
産
分
割
調
停
で
は
、
審
判
官
１
名

と
客
観
的
な
立
場
の
調
停
委
員
２
名
に

前

間
に
入
っ
て
も
ら
い
、
当
事
者
で
あ
る

相
続
人
同
士
が
、
裁
判
所
の
非
公
開
の

部
屋
で
話
し
合
い
ま
す
。
相
続
人
間
で

合
意
に
至
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
内
容

が
調
停
調
書
に
記
載
さ
れ
手
続
き
は
終

了
と
な
り
ま
す
。

　

次
に
、
調
停
が
不
調
に
終
わ
っ
た
場

合
、
そ
の
事
案
は
遺
産
分
割
審
判
に
自

動
的
に
移
行
し
ま
す
。
審
判
で
は
、
家

庭
裁
判
所
に
お
い
て
相
続
人
全
員
が
一

堂
に
会
し
、
裁
判
官
の
進
行
の
も
と
各

相
続
人
が
主
張
を
繰
り
返
し
ま
す
。

　

そ
の
一
方
で
、
随
時
話
し
合
い
に
よ

る
解
決
の
機
会
が
も
た
れ
、
当
事
者
間

で
合
意
で
き
れ
ば
調
停
が
成
立
し
た
も

の
と
し
て
裁
判
所
に
よ
っ
て
調
停
調
書

が
作
成
さ
れ
、
審
判
は
終
了
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　

双
方
の
話
し
合
い
が
ま
と
ま
ら
な
い

場
合
に
は
、
最
終
的
に
裁
判
官
が
審
判

を
下
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。
審
判
告
知

日
か
ら
２
週
間
以
内
に
審
判
の
内
容
に

不
服
の
あ
る
相
続
人
が
即
時
抗
告
し
な

け
れ
ば
、
そ
の
審
判
の
内
容
で
確
定
し

た
こ
と
に
な
り
、
審
判
確
定
証
明
書
が

発
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

相
続
預
金
の
払
戻
手
続
き
に
は
こ
れ

ら
調
停
調
書
ま
た
は
審
判
書
謄
本
・
確

定
証
明
書
が
必
要
で
す
（
図
表
２
）。

１
５
０
万
円
ま
で
の
仮
払
い
は 

家
庭
裁
判
所
の
手
続
き
が
不
要

＜

分
割
協
議
前
の
相
続
預
金
の
仮
払
い

制
度＞

　

以
前
は
遺
産
分
割
協
議
が
終
了
す
る

ま
で
は
相
続
人
単
独
で
相
続
預
金
の
払

戻
し
が
で
き
ず
、
被
相
続
人
の
債
務
の

弁
済
や
葬
儀
費
用
、
相
続
人
の
生
活
費

の
支
払
い
に
支
障
が
あ
る
可
能
性
が
あ

り
ま
し
た
。
民
法
改
正
に
よ
り
令
和
元

年
7
月
に
、
２
つ
の
「
相
続
預
金
の
仮

払
い
制
度
」
が
始
ま
り
、
遺
産
分
割
前

に
相
続
人
全
員
の
同
意
が
な
く
と
も
、

各
相
続
人
は
相
続
預
金
の
払
戻
請
求
が

遺
産
分
割
調
停
・
審
判
や
相
続
預
金

の
仮
払
い
に
つ
い
て
質
問
を
受
け
た
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法・税・財の知識を活かす
実践・重要実務

ここまで

　やるべき
！

で
き
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

①
家
庭
裁
判
所
が
関
与
す
る
仮
払
い

　

家
庭
裁
判
所
で
の
遺
産
分
割
の
調
停

や
審
判
が
申
し
立
て
ら
れ
て
い
る
場
合

に
お
い
て
、
相
続
預
金
の
払
戻
し
を
受

け
た
い
相
続
人
が
仮
払
い
の
申
請
を
行

っ
て
、
そ
の
審
判
を
受
け
る
こ
と
に
よ

り
、
決
定
さ
れ
た
金
額
の
払
戻
し
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

こ
の
仮
払
い
に
よ
り
、
各
相
続
人
の

最
終
的
な
相
続
分
が
増
減
す
る
こ
と
は

な
く
、
仮
分
割
が
な
か
っ
た
も
の
と
し

て
分
割
の
調
停
ま
た
は
審
判
が
行
わ
れ

ま
す
。

　

な
お
、
相
続
預
金
か
ら
払
い
出
し
た

資
金
を
生
活
費
等
へ
充
て
る
こ
と
の
必

要
性
が
問
わ
れ
、
他
の
相
続
人
の
利
益

を
害
し
な
い
場
合
に
限
り
認
め
ら
れ
る

制
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度
に
よ
る
相
続
預
金

の
払
戻
手
続
き
に
は
、
審
判
書
謄
本
と

確
定
証
明
書
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

②
各
金
融
機
関
に
よ
る
仮
払
い

　

１
５
０
万
円
ま
で
の
少
額
の
仮
払
い

に
つ
い
て
は
、
家
庭
裁
判
所
で
の
手
続

き
を
経
ず
に
、
資
金
使
途
も
問
わ
れ
ず

に
、
各
金
融
機
関
で
相
続
預
金
の
払
戻

し
が
で
き
ま
す
。
各
相
続
人
は
、
相
続

預
金
の
う
ち
口
座
ご
と
に
次
の
計
算
式

で
求
め
ら
れ
る
金
額
に
つ
い
て
は
、
金

融
機
関
か
ら
単
独
で
払
戻
し
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

・
相
続
発
生
時
の
口
座
預
金
額
×
１
／

３
×
払
戻
し
を
行
う
相
続
人
の
法
定
相

続
分

　

こ
れ
は
遺
言
書
が
あ
る
場
合
や
遺
産

分
割
協
議
が
完
了
し
て
い
な
い
こ
と
が

前
提
と
な
る
手
続
き
で
、
金
融
機
関
ご

と
に
払
戻
金
額
の
上
限
が
１
５
０
万
円

と
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
に

よ
り
払
戻
し
を
行
っ
た
と
き
に
は
、
自

店
だ
け
で
完
結
さ
せ
ず
、
全
本
支
店
全

体
で
情
報
を
共
有
す
る
よ
う
に
取
り
扱

わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

金
融
機
関
所
定
の
「
仮
払
い
請
求

書
」
と
添
付
書
類
の
提
出
を
受
け
て
、

金
融
機
関
側
で
仮
払
い
金
額
の
計
算
を

行
い
、
請
求
し
た
相
続
人
の
口
座
に
払

い
戻
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

	⿟ 遺産分割協議がまとまらず、遺産分割調停・審判の手続きを利用した場合、
相続預金の払戻手続きにおいては、調停調書または審判書謄本・確定証明
書が必要となる。

	⿟ 150万円までの少額の仮払いは、家庭裁判所の手続きを経ずに、資金使途
も問われずに払戻しができる。払戻金額の計算式は、相続発生時の口座預
金額×1／ 3×払戻しを行う相続人の法定相続分。

図表１　遺産分割調停および審判の手続きの流れ

図表２　遺産分割審判書謄本及び確定証明書
令和４年（家）第４４４号　遺産分割申立事件

審　　　判
　　～　省略　～

主　　　文
１　被相続人近代太郎（令和４年１月１日死亡）の遺産を次のとおり分割する。
　（１）同目録１記載の預貯金は、近代一郎の単独取得とする。
　　～　省略　～
よって、主文のとおり審判する。
　　　　　　　　令和４年１２月１３日

東京家庭裁判所　家事審判官　法村　照
　これは謄本である
　　　　　　同日同庁　　裁判所書記官　則竹　公子㊞

審判確定証明書
事件の表示　　　令和４年（家）第４４４号　遺産分割申立事件
当事者の表示　　申立人　近代一郎　　相手方　近代花子　�被相続人　近代太郎
審判の日　　　　令和４年１２月１３日
確定年月日　　　令和４年１２月２７日
　　　　　上記のとおり証明する。
　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年１２月２７日

東京家庭裁判所　裁判所書記官　則竹　公子㊞

審判手続きの流れ
調停手続きの流れ

審判の申立て

審判手続き 調停不成立

調停手続き

調停の申立て

調停成立

審判・告知

審判確定 即時抗告・
高裁へ


